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金沢大学経済論集25号1988．3
監査委員として議員資格を要件とした監査委員の党派所属及び他の監査委
員の前職関係と独立性についてみると，監査委員の前職関係のうち多くは同
一団体内における職員の就任である。かかる状態は，経験者としての専門性
において論理的には優位にあるとも考えられるのであるが，一面，同一職域
内における直・間接的利害関係或は，職務上密接な関係にあって，監査それ
自体の独立性を阻害する因素として機能することとなりかねないのである。
又一方，監査委員への就任は，地方公共団体の人事上の一ポストとして機能
することとなり，その結果，監査制度それ自体無視されることとなる。それ
故に，同一団体内部出身者の監査委員への選任は，理論的には除外し，対外
部から専門性及び独立性を満す人材を以って充当すべきであろう。
議員資格を要件とした監査委員の党派所属と独立性についてみると，アン
ケート調査によると，一般的には与党又はそれに近い政党或いはそれに近い
無所属議員より選出されているのが現状である。唯，独立性の観点より，「監
査委員たる議員が特定の政党に所属している場合，ややもすると公正中立た
るべき監査委員の立場が政治的色彩に強く染まり，不合理な監査の執行を余
儀なくしている場合がある。監査の独立性・公共性を確保するためには，議
（7）
員選出の監査委員は党籍を離脱する等の措置が講ぜられるべきである」と述
べられるごとく，監査の公正性の観点より，議員選出委員の党派所属の複数
化（例えば二名の議員資格監査委員の場合それぞれ党派所属が異なることを
条件とする）を促進すべきであろう。唯，監査委員として議員資格を条件と
する委員の選出は，行政需要の質・量的拡大と供給主体（経営形態）の多様
化にともなう会計構造の複雑化に対時した会計の専門性に適切に対処すべ〈
人材の確保に，充分答え得ることが不能である場合が多い。それ故，議員資
格を条件とした監査委員の選任条項は監査の実効性の観点からも削除すべき
ものと考える。議員資格監査委員に代替し,OB以外の知識経験者監査委員
の職業においてみるごとく，地方公共団体会計の監査委員として，会計専門
家の選任を積極的に推進すべきであろう。
〔注〕
(1)『地方公営企業年鑑』第34集1頁。
(2)『地方公営企業年鑑』第34集2頁。
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地方自治法と監査（大野）
(3)『地方公社総覧』昭和59年版8～9頁。
(4)『地方公社総覧』昭和59年版17～18頁
(5)財団法人地方自治協会『地方公共団体における監査委員制度』による
調査の概要
①調査の目的
地方公共団体の監査制度について，制度のあり方，運用のあり方の両面に
わたって全面的に見直しを行い，その問題点，改革の方向について調査研究
を行っているが，この研究の基礎資料を得るためアンケート調査を行った。
②調査対象
調査対象団体数と回答団体数及び調査票の回収率は次のとおりである。
対象団体数回答団体数回収率
都道府県474493．6
指定都市1010100.0
特別区231982．6
人口25万以上の都市484287．5
人口10万以上25万未満の都市393794．9
人口10万未満の都市474493．6
町473472．7
村453066．7
合計30626085．0
③調査方法
調査は，別紙調査票を監査委員事務局に郵送し，事務局において記入後，
返送してもらったものである。
④調査時点昭和61年8月1日
(6)俵静夫『地方自治法』249頁。
(7)行政教育研究会『行政監査』138頁。
Ⅳ、結語
地方公共団体会計における規模の拡大，会計的関与関係の多様化は，地方
公共団体会計それ自体，複雑，且つ難解なる会計構造をもつこととなってき
（1）
たのである。この傾向は，私企業会計における連結財務諸表の作成への要請
と同因素を有し，又私企業における監査制度の整備，拡充及び監査主体の対
応（監査法人の設立と監査人の専門性の高揚指向）と意を同じくするもので
－17－
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ある。
地方公共団体会計規模の拡大，会計構造の多様化に対時した現行監査委員
会制度一監査委員の構成一特に議員選出監査委員による監査は，監査委
員の資格（専門的学識）において，素人監査人として位置付けられる場合が
多く，監査人の専門性と独立性において十二分に監査機能を果していないの
が現状である。
本来，監査なるものは，監査基準の設定事由においてみる如く「監査は何
人にも容易に行いうる簡単なものではなく，相当の専門的能力と実務経験と
を備えた監査人にして初めて有効適切にこれを行うことが可能である。又監
査人は何人にも安じてこれを委せうるものではなくて，高度の人格を有
し，公正なる判断を下しうる立場にある監査人にして初めて，依頼人は信頼
してこれを委任することができるのである。従って，監査人の資格及び条件
について基準を設けることは，監査制度の確立・維持のために欠くべからざ
る要件である」それゆえに，地方公共事業会計における監査においても，監
査委員として，学識・経験者又は専門的監査人による監査の積極的な活用を
促進すべきである。（昭和63年1月20日）
〔注〕
(1)北日本新聞（63．2．4）
民間活力導入のシンボルのように注目を集めている第3セクターへの自治体
のかかわり方を明確にし，適正な運営を確保していくため，自治省は3日省内
に学識経験者による研究会を設置し－自治体も出資し運営される第3セクタ
ーは，自治体にとっては民間資金の活用が図られる一方，民間企業にとっては
事業のリスクが軽減されるため地域振興の新たな担い手として浮上している。
～運営の仕方によっては自治体の行財政に重大な影響を与えかねない。～問題
点を明確にしたうえで，健全な運営を確保するための方策の確立を検討してい
くことにしている。
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